
財政状況等一覧表（平成１９年度） （単位：百万円）団体名　　名寄市 標準税収入額等A 普通交付税額B 臨時財政対策債発行可能額C 標準財政規模A+B+C3,753 7,140 411 11,304１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）一般会計 18,465 18,293 173 141 228 23,760一般会計等 18,465 18,293 173 141 23,760２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）水道事業会計 548 587 △ 39 433 18 4,159 179 法適用病院事業会計 7,266 7,408 △ 142 974 661 5,342 3,616 法適用国保会計（事業勘定） （歳入）　3,413 （歳出）　3,362 （形式収支）　51 （実質収支）　51 271 0国保会計（直診勘定） （歳入）　　112 （歳出）　　112 （形式収支）　0 （実質収支）　0 15 0老人保健会計 （歳入）　3,396 （歳出）　3,396 （形式収支）　0 （実質収支）　0 317 0介護保険会計（保険事業） （歳入）　1,852 （歳出）　1,759 （形式収支）　93 （実質収支）　93 270 4介護保険会計（サービス事業） （歳入）　1,069 （歳出）　1,069 （形式収支）　0 （実質収支）　0 255 1,213 292下水道会計 （歳入）　2,109 （歳出）　2,109 （形式収支）　0 （実質収支）　0 653 7,685 5,495 法非適用個別排水会計 （歳入）　　　82 （歳出）　　　82 （形式収支）　0 （実質収支）　0 39 518 370 法非適用簡易水道会計 （歳入）　　　45 （歳出）　　　45 （形式収支）　0 （実質収支）　0 32 203 185 法非適用公設市場会計 （歳入）　　　37 （歳出）　　　37 （形式収支）　0 （実質収支）　0 32 171 150 法非適用食肉センター会計 （歳入）　　　25 （歳出）　　　25 （形式収支）　0 （実質収支）　0 6 27 24 法非適用公営企業会計等　計 1,551 19,321 10,311　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）上川北部消防事務組合 1,138 1,122 16 16 0 58 35名寄地区衛生施設事務組合 463 440 23 23 0 1,202 1,036上川教育研修センター 34 31 3 3 0 0 0一部事務組合等　計 42 1,260 1,071４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）名寄市土地開発公社 △ 3 2 5 0 0 648 0 109㈱名寄振興公社 8 26 10 0 0 0 0 0㈱ふうれん望湖台振興公社 1 8 5 0 0 0 0 0㈱ふうれん 2 10 5 2 0 0 0 0地方公社・第三セクター等　計 25 2 0 648 0 109　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。５．基金の状況 （単位：百万円） （単位：百万円）充当可能基金名 平成18年度A 平成19年度B 差引B-A 平成18年度A 平成19年度B 差引B-A財 政 調 整 基 金 (a) 709 902 193 393 399 6減 債 基 金 (b) 170 206 36 550 1,232 682その他充当可能基金(c) 1,575 1,478 △ 97 0 0 0充当可能基金 計(d) 2,454 2,586 132 3,397 4,217 820　（注） １．｢充当可能基金｣とは｢将来負担比率｣の算定において、一般会計等が今後負担すべき地方債の償還などへ充てることができる基金の額をいう。　　　　 ２．上記基金は地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額であり、貸付金及び不動産等を含まない。６．財政指標の状況財政指標名 平成18年度A 平成19年度B 差引B-A 早期健全化基準 財政再生基準 平成18年度A 平成19年度B 差引B-A実 質 赤 字 比 率 2.82 1.24 △ 1.58 △ 13.14 △ 20.00 80.0連結実質赤字比率 14.96 △ 18.14 △ 40.00 14.3実 質 公 債 費 比 率 18.8 18.9 0.1 25.0 35.0 0.0将 来 負 担 比 率 163.1 350.0 0.0財 政 力 指 数 0.30 0.31 0.0 0.0経 常 収 支 比 率 90.6 90.6 0.0 0.00.0　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。公設市場会計簡易水道会計個別排水会計下水道会計

純損益（形式収支） 資金剰余額／不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金形式収支 実質収支 他会計等からの繰入金

病院事業会計水道事業会計

純損益（形式収支） 資金剰余額／不足額（実質収支）
資金不足比率（公営企業会計名）合計(d+e+f+g)

左のうち一般会計等負担見込額当該団体からの出資金 当該団体からの補助金 当該団体からの損失補償に係る債務残高

会計名会計名 総収益（歳入） 総費用（歳出）歳入 歳出
備考企業債（地方債）現在高他会計等からの繰入金

備考 備考企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額地方債現在高

合併特例基金その他(d～fいずれにも当てはまらない基金)(g)
備考当該団体からの貸付金 当該団体からの債務保証に係る債務残高 一般会計等負担見込額

食肉センター会計

一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出）地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は正味財産 その他基金名備荒資金(超過分)(e)


